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定時株主総会の付議議案及び 

取締役に対するストックオプション（新株予約権）の付与に関するお知らせ 

 

 

 当社は、本日開催の取締役会において、平成 27 年 2 月 26 日開催予定の第 14 期定時株主総会の

付議議案について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、取締役、監査役及び会計監査人の選任につきましては、平成 27 年 2 月 26 日開催予定の第

14 期定時株主総会での承認可決後、正式に就任の予定です。 

 

記 

 

１． 定時株主総会付議議案 

第 1号議案  取締役 1名選任の件 

第 2号議案  監査役 1名選任の件 

第 3号議案  会計監査人選任の件 

第 4号議案  ストックオプションとして新株予約権を発行する件 

 

２．取締役１名の選任について（平成 27 年 2 月 26 日付） 

経営体制の強化並びに今後の事業展開のため、取締役１名を増員することとし、その選任をお

願いするものであります。 

なお、豊崎修氏は、社外取締役の候補であります。 

新任取締役候補者の略歴 

氏 名 

（生年月日） 

略 歴 

 

とよさき  おさむ 

豊 崎  修     
(昭和 37 年 7月 31 日生) 

平成元年３月  東京税理士会所属 

平成元年４月  本郷会計事務所入所 

平成 11 年７月  ㈱豊崎会計事務所設立 代表取締役就任（現任） 

平成 23 年２月 当社監査役就任（現任） 

 

３．監査役 1名の選任について（平成 27 年 2 月 26 日付） 

    監査役豊崎修氏は、本総会終結の時をもって辞任されますので、監査役１名の選任をお願いす



るものであります。 

  なお、棚田章弘氏は、社外監査役の候補であります。 

新任取締役候補者の略歴 

氏 名 

（生年月日） 

略 歴 

たな だ  あきひろ 

棚 田 章 弘     
(昭和 54 年 7月 14 日生) 

平成 19 年９月 弁護士登録（東京弁護士会） 

平成 19 年９月 清水総合法律事務所入所 

平成 22 年４月  大谷・佐々木法律事務所入所 

 

４．会計監査人の選任について（平成 27 年 2 月 26 日付） 

当社では、会社法第 346 条第４項及び第６項の規定に基づき、平成 26 年４月 11 日付でフロン

ティア監査法人を一時会計監査人として選任し現在に至っております。 

  当社としましては、会計監査の継続性を確保するため、引き続きフロンティア監査法人が適任

と考えられますことから、会社法第 329 条第１項の規定により、あらためて当社の会計監査人と

して同監査法人の選任をお願いするものであります。 

 

５．ストックオプションとして新株予約権を発行する件について 

本議案は、当社取締役に対して、報酬としてストックオプションを付与することにつきご承認

をお願いするものであります。 

本議案による新株予約権付与の目的は、医療関連事業を中心とする今後の事業展開において、

当社業績の向上を図るために、事前に取締役の報酬に反映させることにより、当社取締役の業務

遂行に対する意欲を高めるとともに、株主価値と対象者の利益とを一致させることであります。 

本議案の新株予約権は、当社取締役の員数および職位を基準として割り当てられるものであり、

またその額が一般的なオプション価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用い

て算定されることから相当であると存じます。 

なお、第１号議案が原案どおり承認可決されますと取締役の員数は５名（うち、社外取締役２

名）となります。 

 

報酬として割り当てる新株予約権の内容 

(1) 発行する新株予約権の総数 

  5,000 個を上限とする。 

(2) 新株予約権の目的たる株式の種類及び数 

普通株式 500,000 株（新株予約権１個につき目的である株式（以下、「付与株式数」という。）

は、当社普通株式 100 株とする。） 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により付与株式数を調整するも

のとする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約

権の目的となる株式の数について行われ、調整の結果生じる 1 株未満の端数については、これ

を切り捨てるものとする。 

    調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、ま

たは当社が新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める付与株式数の調整を行

う。   



(3) 新株予約権の払込金額 

金銭の払込みを要しないものとする。なお、インセンティブ報酬として付与される新株予約

権であり、金銭の払込みを要しないことは有利発行には該当しない。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権の行使に際して払

込みをすべき 1 株あたりの金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた価額とす

る。 

行使価額は、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）の属する月の前月の各

日（取引が成立していない日を除く）の東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終

値の平均値（1 円未満の端数は切り上げる）または割当日の終値（当日に終値がない場合は、そ

れに先立つ直近の取引日の終値）のいずれか高い金額とする。 

なお、以下の①、②の場合には、行使価額の調整を行い、1 円未満の端数は切り上げるものと

する。 

① 新株予約権の割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により

行使価額を調整する。 

                                              1 
 調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
                                     株式分割（または株式併合）の比率 

 

② 新株予約権の割当日後、当社が時価を下回る価額で新株の発行または自己株式の処分を

実施するとき（新株予約権の行使による場合等を除く）は、次の算式により行使価額を

調整する。 

 

 

 

 

 

  

なお、上記算式中の「既発行株式数」には当社が保有する自己株式の数を除くものとし、自

己株式の処分を行う場合は、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権の割当日の翌日から 5 年以内とする。ただし、権利行使期間の最終日が会社の休

日にあたるときは、その前営業日を最終日とする。 

(6) 新株予約権の価値評価 

新株予約権の価値は、割当日における当社株価及び行使価額等の諸条件をもとにモンテカル

ロ・シミュレーションにより算出した公正な評価単価に基づくものとする。 

(7) 新株予約権の行使条件 

① 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の取締役の地位にあるこ

とを要する。 

② 新株予約権の譲渡、質入れその他の処分は認めない。 

③ 新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権を相続できないものとする。 

調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×    

 

新規発行株式数 × 1 株あたり払込金額 

既発行株式数＋ 

時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行株式数 



④ その他の権利行使の条件については、新株予約権割当契約書に定めるところによる。  

⑤ 行使後における保有期間の条件を設けるか否かについては、割当時に検討する予定です。 

(8) 新株予約権の譲渡制限 

本新株予約権は、ストックオプションを目的として発行されるものであり、譲渡することがで

きないものとする。 

(9) 新株予約権証券 

   当社は新株予約権証券を発行しない。 

(10)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する

事項 

     ①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規

則第 17 条第 1項に従い算出される資本金等増加限度額の 2分の 1の金額とし、計算の結果

1 円未満の端数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。 

   ②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①

の資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。 

(11) その他の新株予約権の内容 

 新株予約権に関するその他の内容については、新株予約権の募集事項を決定する取締役会に

おいて定める。 

 

以上 

 


